
令和５年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業　実施状況及び事業の効果について

（単位　千円）

国庫補助額
交付金
充当額

その他
（一般財源や

補助対象外経費等）

1 1

住民税非課税世帯等生
活支援特別給付金給付
事業【低所得者世帯給
付金】

①コロナ禍における物価高騰等の影響を受けた低所得世帯への
支援を行うことで、低所得世帯の生活を維持する。
②給付金
③R4年度分の住民税非課税世帯、R5年度分の住民税非課税世
帯、家計急変世帯

R5.4.1 R6.3.31 868,950 0 868,950 0 １世帯につき30千円の生活支援
特別給付金を給付した。

コロナ禍に加え原油価格や物価の
高騰の影響を受け、様々な困難に
直面した非課税世帯28,965世
帯に対し給付することで家計への
支援をすることができた。

2 2
住民税非課税世帯等生
活支援特別給付金給付
事業（事務費）

①コロナ禍における物価高騰等の影響を受けた低所得世帯への
支援を行うことで、低所得世帯の生活を維持するにあたって必要
な事務経費
②事務経費
③R4年度分の住民税非課税世帯、R5年度分の住民税非課税世
帯、家計急変世帯

R5.4.1 R6.3.31 89,925 0 89,925 0 １世帯につき30千円の生活支援
特別給付金を給付した。

コロナ禍に加え原油価格や物価の
高騰の影響を受け、様々な困難に
直面した非課税世帯28,965世
帯に対し給付することで家計への
支援をすることができた。

3 7 地域公共交通支援事業
（バス分）

①新型コロナウイルスの影響により利用者が減少している中でも
バス停や車内での感染防止のため通常運行を実施している事業
所へ運行に必要な経費を補助することにより安定的な運行を支
援し、市民生活の維持及び観光客受け入れ体制の確保、利用客の
増加を図る。
②感染防止のため平常の運行ダイヤを維持した民間バス事業者
等へ運行維持に要した経費を補助
③(1)生活路線バス
　 (2)市内循環バス

R5.4.1 R6.3.31 166,810 0 141,643 25,167

市内でバスを運行する民間バス事
業者３社に対して、運行維持を支
援するため166,８１０千円の支援
金を交付した。

新型コロナウイルスの影響により
利用者が減少している中でも、感
染防止のため通常運行を実施し
ている事業者へ運行に必要な経
費を支援することにより、安定的
な運行ダイヤ維持を図り、市民生
活の維持及び観光客受け入れ体
制を確保した。

4 8 健康観察アプリ導入費

①新型コロナウイルス感染症に伴う体調管理、及び連絡のツール
を整備
②健康アプリのライセンス料
③市内小中学校の児童生徒、教師、保護者

R5.4.1 R6.3.31 1,983 0 0 1,983
児童・生徒、教職員の体調を即時
把握するため、オンライン健康ア
プリを調達した。

欠席連絡や有症状者、感染が疑わ
れる児童生徒の情報など、感染拡
大を防ぐ上で重要は情報を得ら
れるようになった。
また、保護者・学校双方の電話連
絡の負担が減少し、意思疎通が円
滑になったほか、保護者への通知
をデータ化することができ、ペー
パーレスにもつながった。

5 9 電子書籍事業費

①市立図書館に非接触型の電子書籍のコンテンツを整備し、ウィ
ズコロナ下で感染防止対策を図りながら、市民の利用促進を図
る。
②クラウド利用料、電子書籍
③市民

R5.4.1 R6.3.31 3,411 0 0 3,411

電子図書館を運用するためのクラ
ウドを利用し、児童書を含めた商
用電子書籍を収集することによ
り、非接触型の電子書籍を貸し出
すコンテンツの整備を行った。

図書館に直接行かなくてもスマホ
やタブレット、PC等から電子書籍
を借りて読めるようになったこと
から、コロナ感染症の感染防止対
策を図りながらの図書館利用が
可能になった。

6 10 学校保健事業費

①歯科検診及び耳鼻科検診時の新型コロナウイルス感染症予防
②定期健診及び就学時健診時における歯鏡・探針、耳鼻鏡等の減
菌作業
③市内小中学校、特別支援学校

R5.4.1 R6.3.31 2,107 0 0 2,107 定期健診等で使用する器具をガ
ス滅菌により滅菌した。

滅菌業務の委託により、児童生徒
の衛生環境を良好に保つことがで
きた。

7 11
福島型給食推進事業
（小中学校）

（令和5年当初分）
①コロナ禍における原油価格・物価高騰対策として、小学校、中
学校に通う生徒の保護者に対し給食費の補助を実施するととも
に、各学校に対し食材費の補助を実施することで、保護者の負担
軽減と給食の質・量の継続的確保を図る。
②
・保護者への支援（補助率の拡大　１/４→１/３）
・物価高騰による各学校等への食材費（教職員は除く）の補助
③市内小中学校の生徒の保護者及び学校

R5.4.1 R6.3.31 101,709 0 73,348 28,361

学校給食における保護者負担
を軽減することで、コロナ禍に
おける物価・原油価格高騰の影
響を受けた子育て世帯への支
援を実施した。
対象学校数：63校

保護者の負担軽減を実施する
ことで、保護者負担を増加させ
ることなく、コロナ禍において
も従来の栄養バランスや量を
保った学校給食を児童生徒へ
提供することができた。

8 12
福島型給食推進事業
（小中学校）

（令和5年補正分）
①コロナ禍における原油価格・物価高騰対策として、小学校、中
学校に対し食材費の補助を実施することで、保護者の負担軽減
と給食の質・量の継続的確保を図る。
②
物価高騰による各学校等への食材費（教職員は除く）の補助
③市内小中学校の生徒の保護者及び学校

R5.5.1 R6.3.31 94,174 0 67,914 26,260

学校給食における保護者負担
をさらに軽減することで、コロ
ナ禍における物価・原油価格高
騰の影響を受けた子育て世帯
への支援を実施した。
対象学校数：63校

コロナ禍において上昇する物
価・原油価格に対して、保護者
の負担軽減の拡充を図ること
で、保護者負担を増加させるこ
となく、従来の栄養バランスや
量を保った学校給食を児童生
徒へ提供することができた。

9 13 発熱外来施設設置等支
援事業

①発熱外来（臨時開設を含む）を設置・運営する医療機関に施設
運営費用を助成し、外来診療・検査体制を確保することで、コロ
ナ禍における検査を円滑かつ迅速に実施し、新型コロナウイルス
感染症の感染拡大防止を図る。
②
・外来設置の施設運営費用（光熱水費、施設解体費用等）
・臨時発熱外来の開設費用
③市内医療機関

R5.4.1 R6.3.31 1,488 0 0 1,488

３カ所の医療機関で発熱外来
用として設置していたプレハブ
のうち撤去移動した１カ所に対
して費用を助成した。

発熱外来に要したプレハブ施
設の設置・撤去費用を助成し医
療機関の負担軽減を図ること
により、発熱外来の設置運営を
適切に行うことができた。

10 15 PCR検査事業費

①医療機関で90,000件の新型コロナのＰＣＲ検査等を実施し、
新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を図る。
②国保連、社保支払基金事務手数料
③市民

R5.4.1 R6.3.31 1,701 0 0 1,701

「感染症の予防及び感染症の患
者に対する医療に関する法律」
に基づき、PCR検査（医療機関
実施分)20,633件を実施し
た。

市内の診療・検査医療機関で
PCR検査等を行い、早期に陽
性者を把握することができた。
また、患者の症状等に応じて適
切な療養先を決定し、健康観察
等を行うことで、新型コロナウ
イルス感染症の感染拡大防止
を図ることができた。

11 17 脱炭素住宅整備事業

①脱炭素社会の実現に向け、再生可能エネルギー導入を拡大す
るとともに、コロナ禍における原油価格・物価高騰への対策とし
てエネルギー転換を図るため、脱炭素住宅の整備を促進する。
②脱炭素住宅整備費用に対する補助等
③市民

R5.4.1 R6.3.31 0 0 0 0

市内で太陽光発電システムや
蓄電池システム等を整備した住
宅429件に対し、整備に要す
る経費の一部助成を実施。

コロナ禍における原油価格・物
価高騰への対策としてエネル
ギー転換を図ることができた。

12 18
米粉等利用拡大支援事
業費

①コロナ禍におけるエネルギー・食料品等の物価高騰の影響を受
けた生活者や事業者を支援するため、代用原料として米粉を活
用する場合の商品の開発や生産段階における取組を支援する。
②・米粉の商品開発
　・小麦粉の代用として米粉を使用した場合の米粉購入に対する
補助
③事業者

R5.4.1 R6.3.31 656 0 0 656

福島市産米粉等を活用した商
品開発、生産に取り組んだ事業
者に、補助金を交付した。開発
支援８件、生産支援５件。

福島市産米粉等を活用した商
品開発、生産に取り組んでもら
うことで、新型コロナの影響を
受けた市産米の消費拡大を図
ることができた。

№
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13 19 若年者就職支援事業

①新型コロナ感染症の感染拡大を防止するために、オンラインを
活用した企業説明・PR等を実施することで、市内の学生だけで
なく、市外・県外の学生と企業とが繋がる機会を提供し、密を回
避しながら、市内企業の労働力確保を図る。
②委託料
③2023年度卒業予定学生等

R5.4.1 R6.3.31 3,000 0 0 3,000

感染防止を図るため、
youtubeや公式ポータルサイ
トを活用し、福島市ゴールド認
証企業９社の魅力紹介動画の
配信などを実施したことで、市
内外、県外の求職者へ福島市
が認定する優良な企業の情報
を提供した。
動画再生回数：1,100回～
2,200回

新型コロナウイルスの影響によ
り企業の情報や社員の生の声
を聴く機会が減少している中
でも、オンラインによる企業の
魅力発信を行うことで、感染拡
大の防止を図ることができた。

14 22
ポストコロナ対応デジタ
ル化支援事業

①新型コロナ感染症の感染拡大を防止するため、事業者が行う
デジタル化対応の経費の一部を補助する。
②事業者への補助金
③新たな生活様式に対応した新分野に取り組んだ市内事業者

R5.4.1 R6.3.31 12,453 0 0 12,453

長引くコロナ禍で街なか等の
空洞化が懸念される中、感染拡
大防止と事業者のデジタル化
を図るため支援を行った。
補助件数：７６件

感染症対策やデジタル化、及び
地域経済の活性化に寄与した。

15 23
ポストコロナ対応デジタ
ル化支援事業対応新規
創業者等支援事業

①新型コロナ感染症の感染拡大を防止するため、新規創業事業
者等が行うデジタル化対応及び感染症防災対策の経費の一部を
補助する。
②事業者への補助金
③デジタル化に対応に取り組む創業1年未満の事業者等

R5.4.1 R6.3.31 4,014 0 0 4,014

長引くコロナ禍で街なか等の
空洞化が懸念される中、新規創
業者に対して感染拡大防止と
事業者のデジタル化を図るた
め支援を行った。
補助件数：３０件

感染症対策やデジタル化、及び
地域経済の活性化に寄与した。

16 24 「ゆとり満喫福島オフィ
ス」開設支援事業

①首都圏から地方にオフィス等を移転する動きがある中で、首都
圏からのオフィス移転や移住・定住に係る経費の一部を補助する
ことで、地域活性化につなげるとともに、地方におけるテレワー
ク等の促進につなげることで、新型コロナウイルスの感染防止を
図る。
②事業者への補助金
③企業(福島県外)

R5.4.1 R6.3.31 1,711 0 0 1,711

本市にオフィスを新たに開設し
た企業１社に対して、オフィス
賃料等の一部を補助した。
また、本市に本社機能を移転し
た企業１社に対し、機能移転に
伴う設備購入の費用補助や従
業員２名に対する転入支援を
行った。

新型コロナウイルス感染症の影
響で需要が高まっていた、地方
へのオフィス開設等の動きに対
応することができた。

17 25 ポストコロナ会議支援
事業

①新型コロナウイルス対策を講じたうえで、ポストコロナにおけ
る会議や披露宴等の式典を実施する団体に対し、費用の一部に
ついて補助する。
②補助金
③会議主催者等

R5.4.1 R6.3.31 2,954 0 0 2,954

会議や式典（結婚披露宴等）の
主催者に対し、会場使用料など
の開催経費の一部を補助した。
補助実績：８３件

ポストコロナにおいて会議等の
開催を促進することにより、社
会経済活動の回復に寄与する
ことができた。

18 26
地域産業を活用した観
光コンテンツ創造支援
事業

①一過性ではない継続性のある地域産業を活用した観光コンテ
ンツの開発に取り組む事業所の経費の一部を補助することによ
り、新型コロナウイルスの影響により落ち込んだ観光産業の活性
化を図る。
②補助金
③市内事業者等

R5.4.1 R6.3.31 0 0 0 0

コロナ禍によって落ち込んだ観
光需要の回復、地域経済の活
性化を図るため、市内の豊富な
地域資源を活用して、観光コン
テンツを創造する事業者へ補
助金を交付し、その取り組みを
支援した。
補助件数：7件

周遊滞在の促進、観光消費拡
大につながる取り組みを支援
することで、地域経済の活性化
及び賑わいの創出に寄与した。

19 27 ふくしま特産品販売促
進事業

①新型コロナ感染症対策を講じたうえで、首都圏等でふくしま特
産品フェアを開催し、新型コロナウイルスの影響により売上の落
ち込んだ福島市物産品のイメージ・認知度・魅力の向上、販売促
進・活性化を図る。
②イベント開催委託、旅費等、会場使用料等
③首都圏在住者

R5.4.1 R6.3.31 1,041 0 0 1,041

長引くコロナ禍で疲弊した観光
関連産業の活性化を図るため、
埼玉県さいたま市にある東日
本連携センター「まるまるひが
しにほん」で物産イベントを実
施した。

首都圏における本市特産品プ
ロモーションを通じて、特産品
の認知度向上や本市のイメー
ジアップに寄与した。

20 28 子ども・子育て支援交
付金

①放課後児童クラブの新型コロナウイルス感染症防止対策にか
かる衛生用品や備品の購入費、新型コロナウイル感染症対策の
徹底を図りながら事業継続を実施していくためのかかり増し経
費等を補助し、事業継続を図る。
②補助金
③放課後児童クラブ

R5.4.1 R6.3.31 0 0 0 0

感染防止を図るため、放課後児
童クラブ11ヵ所に対して、消毒
液等の感染防止用品の購入経
費及び職員のかかり増し経費
等を補助した。

感染者等が発生した放課後児
童クラブで緊急時の職員確保
や職場環境の復旧することが
でき、事業を継続することがで
きた。

21 29 子ども・子育て支援交
付金

①地域子育て支援拠点の新型コロナウイルス感染症防止対策に
かかる衛生用品や備品の購入費、新型コロナウイルス感染症対策
の徹底を図りながら事業継続を実施していくためのかかり増し
経費等を補助し、事業継続を図る。
②補助金
③地域子育て支援拠点（子育て支援センター）

R5.4.1 R6.3.31 0 0 0 0

感染防止を図るため、子育て支
援センター2ヵ所に対して、消
毒液等の感染防止用品の購入
経費及び職員のかかり増し経
費等を補助した。

感染者等が発生した地域子育
て支援センターで緊急時の職
員確保や職場環境の復旧する
ことができ、事業を継続するこ
とができた。

22 30 福島型給食推進事業費
（保育施設、幼稚園）

①コロナ禍における原油価格・物価高騰対策として、保育施設や
幼稚園に通園する児童の保護者に対し給食費の補助を実施する
とともに、保育施設等に対し食材費の補助を実施することで、保
護者の負担軽減と給食の質・量の継続的確保を図る。
②
・保護者への支援（補助率の拡大　１/４→１/３）
・保育施設及び幼稚園への食材費（教職員は除く）の補助
③保育施設や幼稚園に通園する児童の保護者及び各保育施設・
幼稚園

R5.4.1 R6.3.31 36,346 0 0 36,346

保育施設や幼稚園に通園する
児童の保護者に対し給食費の
補助を実施するとともに、保育
施設等に対し食材費の補助を
実施した。
対象施設数：認可保育施設
54ヵ所、認可外保育施設9ヵ
所、私立幼稚園2ヵ所

コロナ禍における物価高騰等
に直面する保護者の負担軽減
と給食の質・量の継続的確保を
図ることができた。

23 31
福島型給食推進事業費
（国立等小中特別支援
学校）

①コロナ禍における原油価格・物価高騰対策として、国公立の小
学校、特別支援学校（小学部、中学部）及び私立小学校に通う児
童・生徒の保護者に対し給食費の補助を実施するとともに、各学
校に対し食材費の補助を実施することで、保護者の負担軽減と
給食の質・量の継続的確保を図る。
②
・保護者への支援（補助率の拡大　１/４→１/３）
・各学校への食材費（教職員は除く）の補助
③国公立の小学校、特別支援学校（小学部、中学部）及び私立小
学校に通う児童・生徒の保護者及び各学校

R5.4.1 R6.3.31 3,492 0 3,492 0

国公立の小学校、特別支援学
校（小学部、中学部）及び私立
小学校に通う児童・生徒の保護
者に対し給食費の補助を実施
するとともに、各学校に対し食
材費の補助を実施した。
対象学校数：3校

コロナ禍における物価高騰等
に直面する保護者の負担軽減
と学校給食に本市産農産物の
使用拡大を図り、地産地消の取
り組みを実施した。
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24 32
福島型給食推進事業費
（国立等小中特別支援
学校）

①コロナ禍における原油価格・物価高騰対策として、国公立の小
学校、特別支援学校（小学部、中学部）及び私立小学校に通う児
童・生徒の保護者に対し給食費の補助を実施するとともに、各学
校に対し食材費の補助を実施することで、給食の質・量の継続的
確保を図る。
②
・各学校への食材費（教職員は除く）の補助
③国公立の小学校、特別支援学校（小学部、中学部）及び私立小
学校に通う児童・生徒の保護者及び各学校

R5.5.1 R6.3.31 3,234 0 3,234 0

国公立の小学校、特別支援学
校（小学部、中学部）及び私立
小学校に通う児童・生徒の保護
者に対し給食費の補助を実施
するとともに、各学校に対し食
材費の補助を実施した。
対象学校数：3校

コロナ禍における物価高騰等
に直面する保護者の負担軽減
と学校給食に本市産農産物の
使用拡大を図り、地産地消の取
り組みを実施した。

25 33 母子保健衛生費補助金

①新型コロナウイルスへの不安を抱える妊婦のPCR検査費用を
補助することにより、安心して出産を迎えることができるよう支
援するとともに、感染が確認された妊婦に対しては適切な医療
体制のもとサービスを受けることができるように体制を整備す
る。
②妊婦を対象としたPCR検査委託費
③強い不安を抱える妊婦

R5.4.1 R6.3.31 2,718 1,359 0 1,359

新型コロナウイルス感染症の影
響により、不安を抱える妊婦に
対し、分娩前ＰＣＲ検査を実施
するとともに、本人の希望を踏
まえ、保健師等による訪問や電
話相談で継続的に寄り添い型
の支援を行った。
ＰＣＲ検査実施人数:1,016人

感染症検査の実施や情報提
供、相談・支援を行うことによ
り育児不安の解消につながっ
た。

26 35 母子保健衛生費補助金

①長引く新型コロナウイルスの影響により、孤立し不安を抱く妊
産婦が増えていることから、助産師及び保健師等が産後2か月
の全乳児家庭を訪問し、健やかな育児ができるように支援する。
②助産師・保健師報償費、ベビースケール等の物品購入費
③産婦

R5.4.1 R6.3.31 1,369 683 0 686

コロナ禍の中、産後に家族のサ
ポートが十分に受けられない
方、身体的心理的に不安を抱え
ている方、授乳に支援が必要な
方など、不安を抱える産婦に対
し、助産師等が専門的な指導又
はケアを行った。

母親の身体的心理的ケア、育児
の手技についての具体的な指
導及び相談等を行うことで、コ
ロナ禍でも安心して子育てが
できるように支援することがで
きた。

27 36 母子保健衛生費補助金

①産後ケア事業を実施している施設の新型コロナウイルス感染
症防止対策にかかる衛生用品等を購入し、コロナ禍においても
安心して産後ケアを実施できる環境を整備する。
②物品購入費
③産後ケアを実施している市内の病院及び助産所

R5.4.1 R6.3.31 2,312 1,155 0 1,157

産後ケアを行う施設５ヵ所に勤
務する職員及び利用者向けマ
スクや消毒液等の購入、事業所
等の消毒、感染症予防の周知・
啓発に必要となる消耗品等の
購入を行った。

必要物品の配置により、産後ケ
アを行う施設の感染防止対策
を強化することができた。

28 37 子ども・子育て支援交
付金

①保育施設等を対象に、延長保育事業、一時預かり事業、病児保
育事業において必要となる新型コロナウイルス感染症防止対策
にかかる衛生用品や備品等の購入費及び感染症対策の徹底を図
りながら事業継続を実施していくためのかかり増し経費等を補
助し、事業継続を図る。
②一時預かり事業（公立）分の物品購入費、病児保育事業（私立）
分の補助金、延長保育事業（私立）分・一時預かり事業（私立）分
の扶助費
③延長保育事業、一時預かり事業、病児保育事業を実施してる保
育施設等

R5.4.1 R6.3.31 1,501 500 0 1,001

感染防止を図るため、保育施設
のべ3ヵ所（延長保育事業3ヵ
所）に対して、消毒液等の感染
防止用品の購入経費及び職員
のかかり増し経費等を補助し
た。

感染者等が発生した保育施設
で緊急時の職員確保や職場環
境の復旧することができ、事業
を継続することができた。

29 38 保育対策事業費補助金

①保育所、幼保連携型認定こども園、地域型保育事業所、認可外
保育施設において必要となる新型コロナウイルス感染症防止対
策にかかる衛生用品や備品等の購入費及び感染症対策の徹底を
図りながら事業継続を実施していくためのかかり増し経費等を
補助し、事業継続を図る。
②公立保育施設分の物品購入費、私立保育施設分の補助金
③保育所、幼保連携型認定こども園、地域型保育事業所、認可外
保育施設

R5.4.1 R6.3.31 2,317 954 0 1,363

感染防止を図るため、保育施設の
べ42ヵ所に対して、消毒液等の
感染防止用品の購入経費及び職
員のかかり増し経費等を補助し
た。

感染者等が発生した保育施設
で緊急時の職員確保や職場環
境の復旧することができ、事業
を継続することができた。

30 39 公立保育施設ICT推進
事業費

①公立保育所に導入されている保育業務支援システムを継続し
て利用していくことで、保護者の(ⅰ)滞在時間短縮、(ⅱ)保育
士・他園児との接触機会低減、(ⅲ)保育所とのオンラインコミュニ
ケーションが可能となり、新型コロナウイルス感染拡大防止が図
られる。また、保育士の負担軽減も図られ、必要な保育を確保で
きる。
②公立保育施設のシステム及びパソコン、無線LAN機器の使用
料及び賃借料
③公立保育施設

R5.4.1 R6.3.31 13,542 0 0 13,542

公立保育所・認定こども園
14ヵ所に導入した保育業務支
援システムを運用し、保護者と
オンラインによるコミュニケー
ションを図った。

保護者とのオンラインコミュニ
ケーションが可能となり、新し
い生活様式への対応、接触機
会の低減による感染リスクの抑
制を図ることができた。

31 40
保育士するなら福島
市！プロモーション事
業費

①福島市内の保育施設への就労を促すため、特に県外の保育士
養成校を卒業見込みの方々を対象に、オンラインを活用した
webセミナーや個別相談会を開催し、コロナ禍により説明会や現
場見学・体験が制限されるなか、継続して本市の保育に関する就
労情報を発信していく。
②webセミナー開催委託費、オンライン個別相談委託費
③本市保育施設への就労に興味のある学生等

R5.4.1 R6.3.31 1,156 0 0 1,156

コロナ禍においても、市内の認
可保育施設を紹介するセミ
ナーをオンラインで実施するこ
とで、保育士就労希望者との
マッチングを図った。
・就職相談　3人
・就職フェア参加者：23人

オンラインで会議等に参加する
ことが可能となり、新しい生活
様式への対応、接触機会の低
減による感染リスクの抑制を図
ることができた。

32 41
教育支援体制整備事業
費交付金

①公立幼稚園の新型コロナウイルス感染症防止対策にかかる衛
生用品を購入し、対策の徹底を図る。
②物品購入費
③公立幼稚園

R5.4.1 R6.3.31 376 0 0 376
感染防止を図るため、市立幼稚
園１０園の感染症対策にかかる
消耗品を購入した。

必要物品の配置により、市立幼
稚園の感染防止対策を強化す
ることができた。

33 42 市立幼稚園ICT推進事
業費

①公立幼稚園に導入されている保育業務支援システムを継続し
て利用していくことで、保護者の(ⅰ)滞在時間短縮、(ⅱ)幼稚園
教諭・他園児との接触機会低減、(ⅲ)幼稚園とのオンラインコ
ミュニケーションが可能となり、新型コロナウイルス感染拡大防止
が図られる。また、幼稚園教諭の負担軽減も図られる。
②公立幼稚園のシステム及びパソコンの使用料及び賃借料
③公立幼稚園

R5.4.1 R6.3.31 1,031 0 0 1,031

市立幼稚園10園に導入した保
育業務支援システムを運用し、
保護者とオンラインによるコ
ミュニケーションを図った。

保護者とのオンラインコミュニ
ケーションが可能となり、新し
い生活様式への対応、接触機
会の低減による感染リスクの抑
制を図ることができた。

34 43 救急隊感染予防事業

①救急隊員の新型コロナウイルス感染対策
②救急隊員の感染リスクを軽減するための標準予防策装備の確
保
③消防本部（救急隊員）

R5.4.1 R6.3.31 6,316 0 0 6,316

全救急隊に対し、新型コロナウイ
ルス感染症及び発熱等の類似症
例約１，６００件に対応できるよう
資機材を配備した。
また、新型コロナウイルス感染症
及び疑われる事案に対し、早急に
隊員及び資機材を除染できるス
ペースを確保した。

救急出動件数１５，１１７件（延べ出
動人員　約45，351人）の活動に
おいて、十分な感染対策を講じる
ことができ、隊員の感染者の発生
を防ぐことができた。

35 44 窓口キャッシュレス決済
事業

①窓口手数料キャッシュレス決済を導入し、コロナ禍における新
しい生活様式に対応するとともに、接触機会低減により感染防止
を図る。
②消耗品費、通信運搬費、キャッシュレス決済手数料、決済システ
ムの使用料
③各種証明書を受領に来庁した市民

R5.4.1 R6.3.31 3,549 0 0 3,549

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止対策の一環として、
キャッシュレス決済対応レジによ
り現金授受の接触機会の削減を
図った。

キャッシュレス決済可能としたた
め、接触機会の低減による感染リ
スクの抑制を図ることができた。
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36 46 スポーツホームタウンに
ぎわい創出事業費

①コロナ禍でも安心してスポーツに取り組めるよう新しい生活様
式に対応したスポーツの機会を提供する。
②各種スポーツイベント開催経費等
③市民

R5.4.1 R6.3.31 12,219 0 0 12,219

感染症対策を講じながらスポーツ
を「する」「みる」「ささえる」ことが
できる事業を実施した。福島ユナ
イテッドＦＣ福島市ホームタウン
デーの来場者は1521人、草サッ
カー交流試合参加者は１４７人、プ
ロスポーツ観覧事業参加者は49
人、障がい者等プロスポーツ観覧
者数は217人、次世代スポーツ人
材交流大会の参加者は125人で
あった。

コロナ禍でスポーツに関わる機会
が減った中、スポーツ観戦や交流
試合を安心してできる機会を創出
することで、地域活性化、市内で
の消費行動にも寄与することがで
きた。

37 47 公共施設予約システム
運用事業

①指定管理施設のオンライン予約、窓口キャッシュレス決済、オン
ライン決済のシステムを運用することにより、コロナ禍における
新しい生活様式への対応、接触機会の低減による感染リスクの抑
制を図る。
②システムの運用経費、決済手数料
③指定管理施設等

R5.4.1 R6.3.31 11,185 0 0 11,185

３６施設にオンライン予約シス
テム及びキャッシュレス決済シ
ステムを運用し、施設予約時や
支払い時の接触による感染リス
クの低減を図った。
●予約申込件数：70,957件（う
ちWEB33,731件　窓口等37,226
件）
●支払件数：25,430件（うちWEB
決済11,470件、窓口電子決済918
件、口座振込469件、現金12,573
件）

オンラインでの施設予約や支払
いが可能となり、新しい生活様
式への対応、接触機会の低減に
よる感染リスクの抑制を図るこ
とができた。

38 48
電子入札システム運用
事業

①紙ベース及び来庁により実施していた入札手続きをオンライン
化することにより接触機会の低減による新型コロナウイルス感染
リスクの低減を図る。
②電子入札システム運用経費
③市民、市職員

R5.4.1 R6.3.31 5,561 0 0 5,561

令和4年度に導入した電子入
札システムを運用し、電子入札
を実施した。
実施件数：工事64件、業務委
託12件

感染症拡大時や災害時にあっ
ても入札を継続し、応札者の入
札手続きの時間的・費用的コス
トの低減を図る体制を整備す
ることができた。

39 49 避難所対策事業

①不特定多数が集まる避難所において、密の回避及び他者との
接触機会の減少により、新型コロナウイルス感染リスクの抑制を
図る。
②避難所における感染拡大防止を図るための資材購入費
③指定避難所

R5.4.1 R6.3.31 4,164 0 0 4,164
・福祉避難所で使用するバーテー
ションテントと段ボールベッドの
配備を実施。

・福祉避難所に、パーテーショテン
トや段ボールベッドを配備したこ
とにより、感染症対策をしながら
避難行動要支援者やその家族が
安心して避難することが可能とな
る体制の構築を図ることができ
た。

40 50 電子町内会推進事業

①町内会文書の電子化に加え、町内会ウェブサイトを運用し、コ
ロナ関連情報の伝達の迅速化、接触機会の低減による新型コロ
ナウイルス感染リスクの抑制を図る。
③町内会へのICTアドバイザー派遣費用、ウェブサイト運用管理
費用
③町内会

R5.4.1 R6.3.31 604 0 0 604

町内会ウェブサイトの運用により、
事業周知文書や町内会広報紙等
回覧時の接触による感染リスクの
低減を図った。
また、町内会活動のデジタル化を
検討している町内会へICTアドバ
イザーの派遣を行い、本事業への
参加に結びついた。

接触機会低減のほか、情報伝達の
迅速化が図れた。

41 51 自治体オンライン手続
推進事業

①マイナンバーカードを用いてオンラインにより各行政手続きが
できる仕組みを運用し、接触機会の低減による新型コロナウイル
ス感染リスクの抑制を図る。
②申請管理システムの運用経費
③市民

R5.4.1 R6.3.31 3,065 0 0 3,065

申請管理システムを運用し、オン
ライン申請を推進することで窓口
での接触機会の低減による新型
コロナウイルス感染リスクの抑制
を図った。

各行政手続きをオンライン申請可
能とすることで、接触機会の低減
による感染リスクの抑制を図るこ
とができた。

42 52 オンライン会議運用事
業

①オンライン会議開催のために必要となる機器等を整備し、増加
する需要に対応するとともに、接触機会の低減による新型コロナ
ウイルス感染リスクの抑制を図る。
②環境整備に必要な物品購入費、通信料、使用料
③本庁、出先機関

R5.4.1 R6.3.31 765 0 0 765 オンライン会議用PCのリースを継
続、環境を整備した。

オンラインで会議等に参加するこ
とが可能となり、定着したオンライ
ン会議の実施、接触機会の低減に
よる感染リスクの抑制を図ること
ができた。利用率も

43 53 内部情報システム運用
事業

①コロナ禍における職員や関係者同士の接触機会を低減するた
め、市役所内におけるオンプレミス型Web会議システムを運用す
るとともに、動画作成・配信・閲覧環境を構築し、Web会議・研修
会の需要増に対応できる環境を整備する。
②システム運用保守経費
③本庁、市出先機関

R5.4.1 R6.3.31 4,096 0 0 4,096

オンプレミス型Web会議システ
ム、動画作成・配信・閲覧システム
の運用支援を行い、庁内での浸透
を図った。

庁内会議のWeb会議への移行が
進み、移動削減に伴う業務改善が
できた。また、研修を動画配信で
行う取り組みもあり、必要な時に
いつでも研修を受けられる環境が
整備された。

44 54 ICT人材育成推進事業

①オンライン申請やWeb会議をより一層推進するため、職員の
ICT活用研修を実施し、コロナ禍における市民や職員同士の接触
機会のさらなる低減を図る。
②研修実施委託料
③市職員

R5.4.1 R6.3.31 1,716 0 0 1,716

全職員を対象とした非対面での研
修を２回、庁内ICT推進員延べ
85人へ対面のICT活用研修を１
回実施した。

全職員を対象とした非対面での研
修に変更することで接触機会の低
減による感染リスクの抑制を図る
ことができた。研修を通し業務効
率化の意識づくり、その手法を学
び実業務に活かせる機会を作れ
た。

45 55
高齢者デジタルサポー
ト事業

①新型コロナウイルス感染症の影響で拡大したオンライン行政手
続き等に対して、デジタル機器・サービスに不慣れな高齢者の利
用支援を行い、デジタルデバイドの解消を図る。
②高齢者ICT利活用支援講座（100回）、デジタルサポートデスク
設置、デジタル活用事例集作成
③市民（高齢者）

R5.4.1 R6.3.31 17,528 0 0 17,528

・スマートフォン利活用支援講座を
76回開催（延べ549人受講）、シ
ニアICTサポーター育成講座を１
０回開催（延べ87名受講）。
・デジタルサポートデスクを設置
し、延べ558人が利用。
・デジタルサポートデスクのノウハ
ウを活かし、デジタル活用事例集
を10,000部作成。電子データを
市ホームページ上で公開。

オンライン行政手続きに対するデ
ジタルデバイドの解消に寄与し
た。

46 56 行政改革推進事業

①行政手続きのオンライン化に伴いBPRを推進し、オンライン申
請の拡大や非接触型業務の拡大により、接触機会の低減による
新型コロナウイルス感染リスクの低減を図る。
②職員向けBPR研修費用
③市職員、市民

R5.4.1 R6.3.31 4,950 0 0 4,950

・BPR研修を実施した。
①所属長対象講演　１０５名
②課長補佐･係長職対象実践研修
８３名
③DXワーキンググループ構成員
対象　全３回延べ８０名

管理職を中心に庁内全体の業務
改善意識が底上げされた。
計１２６の所属が業務改善に取り
組む業務を選定し、BPRを意識し
た改善を進めたほか、「福島市職
員ひとり１改善・１改革運動（かえ
るチャレンジ）では１２３件の改善
報告があり、各所属におけるオン
ライン化が進められた。

47 57
文書管理システム運用
事業

①公文書の電子管理、電子決裁等を行えるシステムを運用するこ
とにより、新しい生活様式への対応、接触機会の低減による新型
コロナウイルス感染リスクの抑制を図る。
②システムの運用経費
③本庁、市出先機関

R5.4.1 R6.3.31 23,720 0 0 23,720 公文書全体の93%を電子化し
た。

公文書が電子化され、接触機会の
低減や事務処理の迅速化につな
がった。
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事業費
（実績額）

財源内訳

実施状況 事業の効果

48 58 申告受付

①新型コロナ感染症の感染拡大を防止するため、税申告につい
て、郵送申告を勧奨するとともに、申告受付会場の新型コロナウ
イルス感染防止対策を講じる。
②消耗品費、印刷製本費、通信運搬費
③市民

R5.4.1 R6.3.31 831 0 0 831

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止対策の一環として、郵送
申告を促進し、申告相談受付会場
への来場者数の抑制、及び会場内
における市民や職員の感染防止
等を図った。

申告相談受付会場への来場者数
の抑制につながり、接触機会の低
減による感染リスクの抑制を図る
ことができた。

49 59 LINE推進事業

①市公式ＬＩＮＥに通報機能やオンライン予約機能を追加し、接触
機会の低減による新型コロナウイルス感染リスクの抑制を図る。
②システム運用保守費用
③市民

R5.4.1 R6.3.31 5,027 0 0 5,027

福島市デジタルくーぽん「福デジ
くん」の利用を福島市公式LINE
を経由して行うことで市のデジタ
ル化、福島市公式LINEを知って
もらう機会の提供を図った。

福島市公式LINE上の機能を増や
したことで利用者の利便性向上
や、来庁不要による接触機会の低
減による感染リスクの抑制を図る
ことができた。

50 60
妊娠出産子育て支援交
付金

①コロナ禍における原油価格・物価高騰対策として、妊娠期から
出産・育児期まで、伴走型支援と経済的支援を一体的に実施し、
妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができる環境づくりを
行う。
②助産師・保健師報償費、通信運搬費、電算業務委託料、負担金
補助及び交付金
③妊婦及び養育者

R5.4.1 R6.3.31 132,474 87,534 0 44,940

妊婦及び子育て世帯を対象に、
保健師等が身近で相談に応じ
る伴走型相談支援を実施する
とともに、経済的支援として、
出産・子育て応援給付金を支給
した。
対象妊婦数：1,357人　対象児
童数：1,347人

妊娠期、出産後の精神的負担
及び金銭的負担の軽減を図る
ことができた。

51 61 光熱費高騰対策支援事
業費

①コロナ禍における原油価格高騰の影響を受けている民間の保
育施設等に対し、安定した施設運営を行うことができるように、
運営にかかる光熱費の高騰分を補助する。
②保育所34施設、認定こども園11施設、地域型保育施設22施
設、幼稚園11施設、認可外保育施設27施設、放課後児童クラブ
96施設、児童センター2施設、子育て支援センター23施設、母子
生活支援施設1施設　計227施設に対する光熱費増加額の補助
③保育所等　227施設

R5.9.30 R6.3.31 0 0 0 0

原油価格や電気・ガス代を含む
物価高騰の影響を受けている
教育・保育施設等（私立保育施
設61ヵ所、私立幼稚園5ヵ所、
放課後児童クラブ47ヵ所、地
域子育て支援センター9ヵ所、
母子生活支援施設1ヵ所）の施
設運営にかかる光熱費に対し
て支援を行った。

原油価格や電気・ガス代を含む
物価高騰の影響を受けている
教育・保育施設等の運営を支援
することができた。

52 62
福島市デジタルくーぽ
ん事業

①市民を対象に1,500円分または2,500円分のプレミアム付
き電子クーポンを発行し、コロナ禍における原油価格・物価高騰
の影響を受けた市民生活の支援と、疲弊した地域経済の下支え
を図る。
②利用店舗への負担金、販売業務委託料、サポートデスク委託
料、市公式LINE改修、商品抽選
③全市民

R5.6.30 R6.3.31 444,671 0 444,671 0

全市民を対象にプレミアム付電子
クーポン「福島市デジタルくーぽ
ん」を販売した。市内の約1,５00
店舗が加盟し、総額1,362,719
千円の利用があった。

新型コロナウイルスの影響による
物価高騰対策及び地域経済の活
性化並びにデジタル化の推進に
寄与した。

53 63
飼料価格高騰緊急対策
事業

①コロナ禍における原油価格・物価高騰・飼料価格高騰の影響を
受けた畜産農家を支援するため補助金を交付し、畜産業の安定
した継続及び畜産農家の経営負担の軽減を図る。
②畜産別頭数に応じた定額補助
③市内畜産農家

R5.6.30 R6.3.31 15,437 0 15,437 0
市内で牛等を飼養する畜産農家
に補助金を交付した。（交付件数：
29件）

本市の畜産業の安定した継続、及
び畜産農家の経営負担の軽減に
つながった。

54 64 ICT教育フューチャービ
ジョン推進事業費

①市内小・中・特別支援学校のICT環境を整備し、福島型オンライ
ン授業を促進していくとともに、災害や新型コロナウイルス感染
症の発生による学校の臨時休業等の緊急事態においても子ども
たちの学びを保障できる環境を整える。
②ICT環境の運用費用等
③市内の全児童、全生徒及び教職員

R5.4.1 R6.3.31 386,673 0 321,758 64,915
遠隔授業にも対応できるよう、デ
ジタル教科書ライセンスやWeb会
議ソフトを調達した。

感染症拡大等の緊急時であって
も、児童生徒は自宅で授業を受け
ることができるようになり、学び
を止めないための環境が整った。

2,512,032 92,185 2,030,372 389,475

※事業費及び財源内訳の合計は、千円未満四捨五入のため、計などが一致しない場合があります。

合計
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